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後期計画策定にかかる諮問書手交式

＜式次第＞

１．開会

２．市長あいさつ

３．諮問書の手交・写真撮影

2026.3.24 18:30～

場所：北館4－1会議室



尼崎市 都市政策課

後期計画策定に向けた検討状況について

2026.3.24

尼崎市総合計画審議会
第４回総会

資料第１号
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本日の趣旨

• これまで審議会にて複数回にわたり議論いただいた「第6次尼崎市
総合計画点検報告書」を市議会への報告を経てとりまとめた。

• 今後「点検報告書」の内容を踏まえながら、庁内各局と議論を重ね、
総計審に諮る中で、具体的な計画内容の検討を進める予定

• 4月以降に開催する審議会において、よりスムーズに計画内容の議
論に入ることができるよう、これまで事務局において検討してきた
現状分析や課題の整理、検討内容を共有し、今後の方向性について
意見交換を行いたい。
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タイムテーブル

０．後期計画策定に係る諮問書手交式・・・・・・・18:30〜18:50

１．後期計画の策定に向けた情報共有と意見交換・・18:50〜20:20
① 本市の人口動態とファミリー世帯の分析
② ファミリー世帯向けアンケートの分析
③ EBPMの視点に基づく新たな行政評価の仕組みづくり

２．今後のスケジュール案・・・・・・・・・・・・20:20〜20:30



5

これまでの経緯経過

• 「点検報告書」について、総計審委員の皆
様に最終確認いただいたのち、市議会へ点
検報告書の概要を報告

• また、来年度の後期計画策定に向けて、
「EBPM（科学的根拠に基づく政策立案）
に基づく行政評価の仕組みづくり」につい
て、予算案を提出し、市議会において予算
審議いただいている。（詳細は後ほどご説明）

• これらの内容を踏まえた市議会や庁内会議
での意見について、まずはフィードバック
させていただく
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これまでの経緯経過（議会・庁内会議での意見）
市議会の主な意見のフィードバック

議会の主な意見

現行のPDCAと新たに検討する「EBPMに基づく行政評価の仕組みづくり」は、
どのように関係してくるのか（→後ほどご説明）

1

各種事業を実施してきたにも関わらず、ファミリー世帯の減少傾向に変化がない理由は。
（→後ほどご説明）

2

庁内会議の主な意見のフィードバック
庁内会議での主な意見

この5年間の変化を踏まえ、児童相談所の開設や官民連携によるゼロカーボンベースボールパー
ク・中央公園のリニューアルなど、新たな施策内容を計画に反映する必要がある。

1

DXへの向き合い方が、この5年で大きく変化しており、行政内部だけでなく市民サービスも含めた
取組を、施策の新設も含めて検討する必要がある。

2
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点検結果を踏まえて検討をすすめてきた内容
＜点検作業において整理した現状認識やご意見＞

① 単身・二人世帯が市内に転入した後、ファミリー世帯となり定住しているかの分析が必要。
② ファミリー向け住宅供給との関連を含めたファミリー世帯の転出要因についての分析が必要。
③ 現状、３つの最上位指標（総合指標）「ファミリー世帯の転出超過数」、「市民参画指数」、

「住んで良かった」を設定しているが、下位の指標との相関が不明確で、上位指標への効き
が実感しながら評価できる行政評価の仕組みの検討が必要。

④ デジタル庁が推進する「地域幸福度（Well-Being）指標」は、地域の幸福度や市民の暮ら
しやすさを可視化できる手法として参考になる。

① ② ③・④

本市の人口動態と
ファミリー世帯「総数」の分析

ファミリー世帯向け
アンケートの実施・分析

EBPMの視点に基づく
新たな行政評価の仕組みの検討

これらの現状分析や検討内容を共有し、今後の方向性についてご意見をいただきたい



令和７年中の本市の人口動態
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出生数微増・死亡数微減となり
自然動態は下げ止まり
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ファミリー向けアンケートの結果について
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現在、アンケート結果の詳細分析中であり、

暫定版となります。

当日資料でご説明いたします。



調査結果まとめ

【転居のきっかけ】
・「住宅購入」「子ども」などのライフイベントがきっかけで転居する傾向

【現在の居住地に住み続ける理由】
・転居の必要がない

・現在の居住地に満足している

・持ち家・ローンのため

→ 一度居住すれば理由なく転出しない可能性

【通勤時間】
・市内在住者は「15-30分」が多い。平均通勤時間は、大阪・兵庫の平均より短い

・市外転出者は「60分以上」が最多

→ 通勤に関する本市の優位性が確認できる。市外転出で通勤利便性は悪化する
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全体まとめ

【居住地選択で重視する項目】
・住居（広さ・費用など） ／ 立地・アクセス（通勤時間等）を最重視

・買い物・飲食（生活利便性）が次点
※ ただし、「尼崎市を選んだ方の回答」として解釈すること

【転出理由について】
• これまで、本市は「治安・マナー」「教育」といった分野に対する不満等により、

ファミリー世帯が転出すると考えてきた

• それは誤りではないが、今回の調査結果を踏まえ、より詳細に分析すると以下となる

① 転居のきっかけは子どもの成長等に伴う、住宅の購入・住み替えである

② その際に最も重視するのは「住居（広さ・費用）」「アクセス」「利便性」である

③ 治安等は「より良い住環境」の一部として見られるが、

「ファミリー世帯の居住地選択の理由」に占める重要度は上位ではない可能性
19
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お願いしたいこと

ここまでの内容
・本市の人口動態
・ファミリー世帯の分析
・ファミリー世帯の転入・転出の要因 などについて

コメントやご意見等がありましたらお願いいたします



EBPMの視点に基づく
新たな行政評価の仕組みづくり
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現行の行政評価の仕組み
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現総合計画のPDCAの手法
「単年度PDCA」（＝施策評価）とそれを積み重ねた「計画期間PDCA」
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事務事業評価
中事業ごとに指標を設定し、事業を
評価する仕組み

人件費も含めたフルコスト算定を
実施している。
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施策評価
13施策について、
2〜4つの展開方向
に分類。

分類ごとに5つ程度
の指標を設定

定性評価も記載

次年度の政策・予
算へ反映
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13施策とその
代表指標

市の事業を13の
施策に分類し、
それぞれに
代表指標を設定
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主要取組項目
施策を連携して
優先で取り組む
4項目とその指標

1.子ども・教育
2.生きがい・ささえあい
3.脱炭素・経済活性
4.魅力向上・発信
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総合指標
総合計画全体を測る
３つの指標を設定。

1.ファミリー世帯の
転出超過数

2.市民参画指数

3.住んで良かったと
感じる市民の割合



現行の総合指標の課題①

「指標の相関がつながらない」
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本市の各指標の構成
総合計画で進捗管理

施策評価 総合指標事務事業評価

それぞれに指標を設定しているが、上位指標と相関する設計にしていない（ロジックモデルではない）

まちづくりの
総合指標

主要取組
項目の指標

各施策の
代表指標

展開方向の
指標

各事業の
アウトプット
アウトカム

施策評価（代表指標） 主要取組項目

施策評価事務事業評価



各段階での評価と現状

施策評価 総合指標事務事業評価

まちづくりの
総合指標

主要取組
項目の指標

各施策の
代表指標

展開方向
の指標

各事業の
アウトプット

施策評価
（代表指標）

主要取組項目

＜課題＞
・指標が「形だけ」になり、評価が「作業化」し、

日々の業務で目標指標が意識されない

＜指標が繋がらない＞
・上位指標との相関がなく、

指標が繋がっていない

相関不明 相関不明 相関不明 相関不明



現行の総合指標の課題②

「ファミリー世帯の転出超過数での評価が難しい」
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現行の総合指標の課題（ファミリー世帯の転出超過数）
＜総合指標①ファミリー世帯の転出超過数＞
• 近年の市民意識調査において、「まちのイメージが良くなった」、「安全で安心して暮らせ

るまち」といった指標は大きく改善し、まちの魅力は高まりつつある一方で、ファミリー世

帯の転出超過数は依然として改善していない

• また、近隣における大規模マンション等の住宅開発等の、他律的な要因で、多くのファミ

リー世帯が市外に転出する事例も確認されている

• 一方、若年層を中心に、単身・二人世帯は転入超過が続いていて、市内に転入した若年層が

数年後、市内でファミリーとなり、ファミリー世帯の「総数」は増えている可能性がある

「ファミリーの転出超過数」でまちの魅力を評価するのは難しいのでは。

現在ファミリー世帯は「0-4歳の子どもがいる世帯」と定義しているが、

若年夫婦世帯などもターゲットとしていくべきでは。



地域幸福度（Well-Being）の試行
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地域幸福度（Well-Being）指標を試行

＜Well-Beingの最上位４指標で幸福度を測定＞

④個人生活満足度

①個人幸福度

②地域幸福度

③周囲幸福感認知

【構成する24のカテゴリー】 ※尼崎市（2025）のWell-Being指標の数値



デジタル庁「地域幸福度（Well-Being）指標」とは
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４つの最上位指標

24カテゴリー

50の主観指標・70or200の客観指標

①個人幸福度
②地域幸福度

③周囲幸福感認知

④個人生活満足度

後期計画の策定に合わせ、

現在の評価の仕組を

Well-Being指標を活用して再構築



デジタル庁「地域幸福度（Well-Being）指標」とは
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地域幸福度（Well-Being）指標なら「主観評価」と「最上位指標」との相関が確認できる



「幸福度」と主観24因子のスコアの相関性
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地域幸福度（Well-Being）指標なら「主観評価」と「最上位指標」との相関が確認できる
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EBPMの視点に基づく新たな行政評価の仕組みづくり

・地域幸福度（Well-Being）を活用し、
「ファミリー世帯の転出超過数」ではなく、例えば、
「ファミリー世帯の幸福度」「若年夫婦の幸福度」で評価すれば、
住宅供給状況等の外部要因に左右されない評価が可能になる。

・指標がどのように上位目標と相関しているかが測定しやすくなる。

・ロジックモデルを作成することで、事業の企画立案時に、
最終アウトカム（KGI）を意識して設計できる

→ 今後、新たな評価の仕組を検討していきます。
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お願いしたいこと

ここまでの内容
・現行の行政評価の仕組み
・現行の総合指標の課題
・地域幸福度（Well-Being）の試行や今後の方向性

などについて

コメントやご意見等がありましたらお願いいたします



今後のスケジュール案
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令和９年度令和８年度令和７年度令和６年度令和５年度

第
６
次
総
合
計
画
点
検
報
告
書
策
定

2月

後
期
ま
ち
づ
く
り
基
本
計
画
諮
問

３月

後
期
ま
ち
づ
く
り
基
本
計
画
答
申

５月

後
期
ま
ち
づ
く
り
基
本
計
画
議
決

６月

第
６
次
総
合
計
画
始
動

４月

総合計画の推進、計画期間PDCAについて
総合計画審議会において点検

後期まちづくり
基本計画策定

後期まちづくり基本計画策定に向けたスケジュール



後期計画策定作業スケジュール（案）
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※あくまで予定であり変更が入る可能性もあります

Ｒ７年度 令和８年度 Ｒ９年度

３月 ４－５月 ６－９月 10ー12月 １月－３月 ４-６月

総会

専門部会

市民・有識部会

分科会
（第1～第3分科会）

分科会
（各論ページの

確認）

分科会
（各論ページの

確認）

庁内会議・PT 適宜

令
和
９
年
５
月

後
期
計
画

答
申

令
和
８
年
３
月

後
期
計
画

諮
問

点
検
報
告
書
を
基
に
案
作
成

令
和
９
年
６
月

後
期
計
画

議
決

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

素
案
策
定

各施策を３つの分科会に分け、
施策別の取組ページについて議論

庁内での検討状況を
適宜、審議会にて報告・審議
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以 上


